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1. まえがき
　1995 年 1 月 17 日に阪神・淡路地域を襲った
兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災）以来，災害
被害を最小限に抑える減災の重要性が認識されつ










































あらまし　1995 年 1 月 17 日に阪神・淡路地域を襲った兵庫県南部地震以来，災害被害を最
小限に抑える減災と減災に対する地域コミュニティの役割の重要性が認識されつつある．また，






















































の際にはそれぞれ 330 万件，35 万件，6 万件以
上の利用があり一定の成果を収めている．しか
し，東日本大震災では NTT 固定電話（加入電話










Table 1  Characteristics of Information System Which 






















































































































































































Table 2  Characteristics and Ideal Information System of Each Hierarchy.
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